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☆［春宵一刻］法隆寺五重塔と近代合理主義 ⑻☆2023年標準化団体IEEEのIPR Policy改訂と企業への影響 ⑴

１．はじめに
多くの標準化団体は、標準特許の取扱い方針をパ

テントポリシーとして制定し、標準規格策定に際し
て標準規格必須特許（以下、必須特許）を保有する
会員に、必須特許をライセンスする意思の有無とそ
の条件を宣言させている（以下、FRAND宣言）。

この十年ほど、スマートフォン・タブレットなどの
情報通信機器を中心に標準規格の技術を搭載する製

品が増加するとともに、必須特許に基づいた特許侵
害訴訟や係争が多発するようになった。裁判では標
準化団体の定めるFRAND条件の解釈が争点となり、
具体的にどのようなレート（金額）算定方法であれ
ばFRANDと言えるのか、ライセンス交渉で特許権者
や特許実施者に求められる態度や手順はどうあるべ
きか等が判示されてきた。このような状況を鑑みて
いくつかの標準化団体においてもFRANDの定義を明
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